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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第32期の１株当たり年間配当額には、記念配当（広島、南九州２営業所開設記念）６円を含んでおります。

４．第33期の１株当たり年間配当額には、記念配当（㈱東京証券取引所市場第一部指定記念）６円を含んでおり

ます。 

５．第34期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第32期中 第33期中 第34期中 第32期 第33期

会計期間 

自平成16年 
 １月１日 
至平成16年 
 ６月30日 

自平成17年
 １月１日 
至平成17年 
 ６月30日 

自平成18年
 １月１日 
至平成18年 
 ６月30日 

自平成16年 
 １月１日 
至平成16年 
 12月31日 

自平成17年
 １月１日 
至平成17年 
 12月31日 

売上高（千円） 4,435,180 4,297,013 4,967,350 9,632,902 8,759,215 

経常利益（千円） 627,522 490,742 560,855 1,320,297 861,430 

中間（当期）純利益（千円） 331,106 296,674 342,887 725,098 507,795 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
12,756 14,421 17,648 19,972 31,568 

資本金（千円） 1,274,107 1,478,623 1,481,191 1,473,873 1,479,907 

発行済株式総数（株） 8,479,500 9,001,500 9,009,500 8,987,500 9,005,500 

純資産額（千円） 7,178,092 8,068,601 8,454,881 7,969,707 8,297,891 

総資産額（千円） 11,771,163 12,214,355 13,250,768 12,872,500 12,713,218 

１株当たり純資産額（円） 847.74 897.60 939.75 885.38 921.23 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
39.13 33.02 38.11 82.67 55.03 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
39.07 32.98 38.10 82.55 54.97 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
－ － － 20.00 20.00 

自己資本比率（％） 61.0 66.1 63.8 61.9 65.3 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
504,643 247,305 415,055 675,268 455,920 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△3,310 △268,528 △280,060 △47,846 △365,561 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△173,396 4,971 △210,596 214,951 △22,317 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
3,924,014 4,422,579 4,431,793 4,438,402 4,507,016 

従業員数 275 281 293 275 282 

[外、平均臨時雇用者数]（人） [36] [33] [30] [36] [32] 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を［ ］外数で記載しております。

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりません。なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成18年６月30日現在

従業員数（人） 293[30] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

  当中間会計期間における我国経済は、原油や原材料の価格高騰による不安要素は残るものの、雇用情勢は改善の

兆しを見せ、企業収益の改善を受けて設備投資が増加し、個人消費も緩やかに増加し、景気の回復が続いておりデ

フレ脱却の兆しも見えはじめております。 

  当社における当中間会計期間の営業環境におきましては、電子工業分野において半導体工業では各社大型設備投

資計画があるもののクリーンエアーシステムは遅効性を有する関係上、当中間会計期間以降の業績に効果が表れる

ものと予想しております。しかし薄型テレビで代表されるＦ・Ｐ・Ｄ（平面表示板）及び関連部品メーカーにおけ

る設備投資は年初より旺盛に行われており、本分野への「エアーシャワー」、「自動扉付大型パスボックス」及び

「サーマルクリーンチャンバー（超高精度温湿度制御機能付クリーンブース）」の売上高が増加しました。また

Ｆ・Ｐ・Ｄ分野の影響を受けて、その他電子分野への「ＥＣ－マック」の売上高増加も加わり、「ＳＳ－マック

（多目的に利用されるクリーンユニット）」の売上高が大幅に増加し、電子工業分野の売上高は前年同期比9.5％

の増加となりました。 

  一方のバイオロジカル分野では、食品工業分野で、大型設備投資が減少し、また、異物混入事故から数年経過し

全体的にも設備投資が減少しましたが、製薬工業分野における新薬開発用研究施設及び後発医薬品工業向けのＧＭ

Ｐ対策施設への設備投資が増加し「クリーンブース」及び「エアーシャワー」の売上高が増加しました。さらに、

病院・医療分野では病院向けに免疫治療や再生医療用に「クリーンルーム」が増加し、官公庁及び民間研究機関の

細菌検査室における感染防止用として、昨年開発しました「傾斜シャッター式バイオハザードキャビネット(シャ

ッター傾斜式としては、国内初のＪＩＳ認定取得)」の売上高が大幅な増加となり、バイオロジカル分野全体とし

ては前年同期比5.0％の増加となりました。 

 なお、2005年10月より販売開始いたしましたアスベスト粉を高効率に捕集し、環境および人体への影響を最少に

抑制する「アスベスト対策機器」の売上高も増加しました。これらの結果、当中間会計期間の業績は、売上高49億

67百万円（前年同期比15.6％増）となり、経常利益５億60百万円（同14.2％増）、中間純利益は３億42百万円（同

15.5％増）になりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

  当中間会計期間における現金及び現金同等物は（以下「資金」という。）、前事業年度末に比べ75百万円の減少

となりました。この結果、当中間会計期間末残高は44億31百万円となりました。 

  当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況及び要因は、次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間の営業活動により得られた資金は４億15百万円（前年同期比１億67百万円増加）となりまし

た。これは主に、売上債権の増加が２億42百万円、棚卸資産の増加が１億28百万円及び未払金の減少が63百万円あ

ったものの、税引前中間純利益を５億60百万円確保できたこと及び仕入債務が３億54百万円、前受金が60百万円増

加したことによるものです。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間会計期間の投資活動に使用した資金は２億80万円（前年同期比11百万円増加）となりました。これは、

主に加須工場建設代金を含む有形固定資産の取得が２億78百万円あったことによるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間会計期間において財務活動に使用した資金は２億10百万円（前年同期は４百万円の収入）となりまし

た。これは、主に配当金の支払額１億79百万円及び長期借入金の返済33百万円があったことによるものでありま

す。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．金額は販売価格で表示しております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

区分 
当中間会計期間

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前年同期比（％） 

クリーンルーム（千円） 423,508 120.9 

クリーンルーム機器（千円） 968,225 124.0 

クリーンブース（千円） 1,760,713 109.1 

クリーンベンチ（千円） 135,780 85.0 

バイオロジカリー機器（千円） 437,895 147.5 

据付・保守サービス（千円） 763,515 119.0 

その他（千円） 377,108 305.1 

計（千円） 4,866,746 122.7 

区分 
当中間会計期間

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前年同期比（％） 

クリーンサプライ（千円） 163,885 110.1 

計（千円） 163,885 110.1 



(3）受注状況 

 （注）１．金額は販売価格で表示しております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 （注）１．上記の金額には、輸出販売額41,817千円を含んでおります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目別 受注高 前年同期比（％） 受注残高 前年同期比（％）

製品     

クリーンルーム（千円） 353,688 96.7 141,469 59.7 

クリーンルーム機器（千円） 1,050,078 125.0 474,453 142.3 

クリーンブース（千円） 2,030,010 119.8 879,900 105.1 

クリーンベンチ（千円） 137,888 94.8 39,790 117.9 

バイオロジカリー機器 

（千円） 
375,365 137.7 133,687 179.1 

据付・保守サービス（千円） 778,006 116.9 211,864 129.6 

その他（千円） 299,013 211.9 54,022 211.9 

小計（千円） 5,024,050 121.8 1,935,186 113.4 

商品     

クリーンサプライ（千円） 216,173 92.6 16,176 30.6 

小計（千円） 216,173 92.6 16,176 30.6 

合計（千円） 5,240,224 120.2 1,951,363 111.0 

区  分 
当中間会計期間

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前年同期比（％） 

製品   

クリーンルーム（千円） 413,878 112.3 

クリーンルーム機器（千円） 967,572 110.1 

クリーンブース（千円） 1,809,564 111.7 

クリーンベンチ（千円） 133,148 83.2 

バイオロジカリー機器（千円） 393,382 133.2 

据付・保守サービス（千円） 742,207 113.2 

その他（千円） 298,277 254.2 

小計（千円） 4,758,031 116.2 

商品   

クリーンサプライ（千円） 209,319 103.9 

小計（千円） 209,319 103.9 

合計（千円） 4,967,350 115.6 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は空気調和技術の一環である空気清浄装置の専門メーカーとして、電子工業分野における微細な粒子の制御

やバイオロジカル分野における菌やウィルスの制御を目的としたクリーンエアシステム及び微生物災害を防止する

バイオハザードセーフティシステム並びにその関連製品の設計・製造・販売及びサービスの提供を行っておりま

す。 

 従って専門メーカーとして、その研究、技術・製品開発は連続的に行わることが不可欠であります。 

 研究所、設計本部が中心となり推進しておりますが、当中間会計期間に実施された研究及び新製品開発等は以下

のとおりとなっております。 

１.研究 ・・・ ＨＥＰＡフィルターの寿命 

２.研究論文発表 

 Ａ.ＪＡＣＡ（日本空気清浄協会） 

   ａ）ＢＳＣ前面流入風速測定の信頼性（ＢＳＣ＝バイオセーフティキャビネット） 

   ｂ）食品、医薬品工場荷受け場所におけるスリム型防虫エアーカーテンの効果 

  Ｂ．ＩＥＳＴ（米国環境科学技術協会） ・・・ 防虫エアーカーテンの効果と測定方法について 

３.新製品 

  ａ）細胞培養装置 

    ｂ）細胞培養ベンチ 

    ｃ）クリーンレスピ 

   ｄ）循環型集塵装置 

   ｅ）ＦＯＵＰ洗浄装置（ＦＯＵＰ＝ウェハーカセット） 

   ｆ）恒温温調ユニット 

   ｇ）アスベスト用シャワーユニット 

   ｈ）アスベスト用排水ユニット 

 ４．改良 

   ａ）13型エアーシャワー 

   ｂ）ＭＡＣ－ⅡＡ新型クリーンユニット 

   ｃ）ＨＶＦ－２軽量大風量送風機 

  なお、当中間会計期間における研究開発費の総額は63百万円となっております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは、次のとおりであります。 

 新工場 

 加須工場の新築につきましては、平成18年６月１日に完了し、操業を開始しております。 

 これにより、工場建物延床面積は4,800㎡増加いたしました。 

 （注） 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。 

     なお、金額には消費税等を含めておりません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 建物及び構築

物（千円） 

機械装置及び
運搬具 
（千円） 

土地（千円） 
（面積㎡） 

その他 
（千円） 

合計（千円） 

新工場 
（埼玉県加須市） 

クリーンエアー
システム製造 

331,642 14,918
249,300

（6,441.87） 
39 595,900 6



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 16,000,000 

計 16,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年９月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,009,500 9,009,500 
株式会社東京証券取引

所市場第一部 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 9,009,500 9,009,500 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 旧商法第280条ノ19第２項に基づく新株引受権の行使による増加であります。 

(4）【大株主の状況】 

 （注） 日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数には信

託業務に係るものが各々404千株、345千株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年１月１日 

～平成18年６月30日 
4,000 9,009,500 1,284 1,481,191 1,280 1,488,611 

  平成18年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

エアーテックアシスト株式

会社 

埼玉県草加市谷塚町896－13 
1,258 13.96 

平沢 紘介 埼玉県草加市 957 10.62 

バンク オブ ニューヨー

ク ジーシーエム クライ

アント アカウンツ イー 

アイエスジー 

（常任代理人株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行カストデイ

業務部） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET LONDON  

EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 

(東京都千代田区丸の内２－７－１） 

757 8.40 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社 

東京都港区浜松町２－11－３ 438 4.86 

日本トラステイ・サービス

信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－11 378 4.20 

モルガン・スタンレーアン

ドカンパニーインク 

（常任代理人モルガン・ス

タンレー証券株式会社） 

1221 Avenue of the Americas,NEW York,NY 10020,U.S.A 

（東京都渋谷区恵比寿４－20－３恵比寿ガーデンプレイ

スタワー） 

341 3.78 

松浦 剛 東京都足立区 220 2.44 

近藤 芳史 東京都港区 187 2.08 

近藤 芳世 東京都港区 187 2.07 

竹田 和平 愛知県名古屋市 180 1.99 

計 － 4,906 54.46 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権の数２

個）含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式  

12,500

－ 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  8,994,000 89,940 同上 

単元未満株式 普通株式      3,000 － 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 9,009,500 － － 

総株主の議決権 － 89,940 － 

  平成18年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 
（％） 

日本エアーテック株

式会社 

東京都台東区入谷 

1-14-9 
12,500 － 12,500 0.1 

計 － 12,500 － 12,500 0.1 

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 1,279 1,246 1,348 1,465 1,461 1,300 

最低（円） 1,142 1,098 1,102 1,316 1,240 1,090 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、平成18年４月の改正前の中間財務諸表

等規則に基づき、当中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、平成18年４月の改正後の中間

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、平成16年１月の改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）

及び当中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによ

り中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  4,831,152   4,840,466   4,915,677   

２．受取手形 ※３ 1,651,130   1,818,153   1,736,602   

３．売掛金  2,151,128   2,526,953   2,365,856   

４．有価証券  93,766   93,782   93,769   

５．棚卸資産  784,938   925,316   796,649   

６．繰延税金資産  40,469   47,360   41,151   

７．その他  3,429   10,876   11,591   

８．貸倒引当金  △3,912   △2,487   △1,851   

流動資産合計   9,552,102 78.2  10,260,422 77.4  9,959,446 78.3 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 602,394   866,738   580,831   

(2）土地 ※２ 1,644,834   1,644,834   1,644,834   

(3）その他  70,157   103,922   159,015   

有形固定資産合計   2,317,385 19.0  2,615,495 19.7  2,384,680 18.8 

２．無形固定資産   12,098 0.1  9,909 0.1  11,003 0.1 

３．投資その他の資産           

(1）繰延税金資産  171,256   169,945   171,809   

(2）その他  184,118   217,554   207,960   

(3）貸倒引当金  △22,606   △22,558   △21,681   

投資その他の資産合計   332,769 2.7  364,941 2.8  358,087 2.8 

固定資産合計   2,662,253 21.8  2,990,345 22.6  2,753,772 21.7 

資産合計   12,214,355 100.0  13,250,768 100.0  12,713,218 100.0 

                  

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※３ 2,026,973   2,463,776   2,181,787   

２．買掛金  290,085   410,431   337,860   

３．短期借入金 ※２ 432,776   427,659   430,476   

４．１年内償還予定社
債 

  100,000   －   100,000   

５．未払法人税等  187,356   249,111   179,898   

６．賞与引当金  53,841   61,049   54,182   

７．その他  336,206   395,862   410,867   

流動負債合計   3,427,239 28.0  4,007,889 30.2  3,695,072 29.0 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   100,000   200,000   100,000   

２．長期借入金 ※２ 211,585   153,926   184,920   

３．退職給付引当金  303,534   343,848   325,191   

４．役員退職金引当金  83,395   70,223   90,143   

５．預り保証金  20,000   20,000   20,000   

固定負債合計   718,515 5.9  787,997 6.0  720,254 5.7 

負債合計   4,145,754 33.9  4,795,887 36.2  4,415,327 34.7 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,478,623 12.1  － －  1,479,907 11.6 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  1,486,051   －   1,487,331   

資本剰余金合計   1,486,051 12.2  － －  1,487,331 11.7 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  132,600   －   132,600   

２．任意積立金  303,000   －   303,000   

３．中間（当期）未処
分利益  4,662,620   －   4,873,741   

利益剰余金合計   5,098,220 41.7  － －  5,309,341 41.8 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   12,858 0.1  － －  28,497 0.2 

Ⅴ 自己株式   △7,151 △0.0  － －  △7,185 △0.0 

資本合計   8,068,601 66.1  － －  8,297,891 65.3 

負債・資本合計   12,214,355 100.0  － －  12,713,218 100.0 

           

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年６月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）             

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  1,481,191 11.2   － － 

２ 資本剰余金             

(1）資本準備金   －   1,488,611   －    

資本剰余金合計    － －  1,488,611 11.2   － － 

３ 利益剰余金             

(1）利益準備金   －   132,600   －    

(2）その他利益剰余
金 

               

別途積立金   －   303,000   －    

繰越利益剰余金   －   5,023,568   －    

利益剰余金合計    － －  5,459,168 41.2   － － 

４ 自己株式    － －  △7,277 △0.0   － － 

株主資本合計    － －  8,421,693 63.6   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評
価差額金 

   － －  33,188 0.2   － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  33,188 0.2   － － 

純資産合計    － －  8,454,881 63.8   － － 

負債純資産合計    － －  13,250,768 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   4,297,013 100.0  4,967,350 100.0  8,759,215 100.0 

Ⅱ 売上原価   3,209,280 74.7  3,746,739 75.4  6,630,240 75.7 

売上総利益   1,087,733 25.3  1,220,611 24.6  2,128,975 24.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   685,525 15.9  734,594 14.8  1,360,965 15.5 

営業利益   402,208 9.4  486,017 9.8  768,009 8.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１  93,083 2.1  80,956 1.6  101,515 1.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２  4,549 0.1  6,118 0.1  8,095 0.1 

経常利益   490,742 11.4  560,855 11.3  861,430 9.8 

Ⅵ 特別利益   9,246 0.2  － －  7,573 0.1 

Ⅶ 特別損失   － 0.0  － －  － － 

税引前中間（当期）
純利益    499,989 11.6  560,855 11.3  869,003 9.9 

法人税、住民税及び
事業税  171,155   225,510   340,945   

法人税等調整額  32,159 203,314 4.7 △7,543 217,967 4.4 20,262 361,207 4.1 

中間（当期）純利益   296,674 6.9  342,887 6.9  507,795 5.8 

前期繰越利益   4,365,945   －   4,365,945  

中間（当期）未処分
利益   4,662,620   －   4,873,741  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越 
利益 
剰余金 

平成17年12月31日 残高 

（千円） 
1,479,907 1,487,331 1,487,331 132,600 303,000 4,873,741 5,309,341 △7,185 8,269,393 

中間会計期間中の変動額          

新株の発行 （千円） 1,284 1,280 1,280 － － － － － 2,564 

剰余金の配当 （千円） － － － － － △179,860 △179,860 － △179,860 

利益処分による役員賞与 

（千円） 
－ － － － － △13,200 △13,200 － △13,200 

中間純利益 （千円） － － － － － 342,887 342,887 － 342,887 

自己株式の取得（千円） － － － － － － － △91 △91 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）（千円） 

－ － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額 

合計（千円） 
1,284 1,280 1,280 － － 149,826 149,826 △91 152,299 

平成18年６月30日 残高 

（千円） 
1,481,191 1,488,611 1,488,611 132,600 303,000 5,023,568 5,459,168 △7,277 8,421,693 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年12月31日 残高 

          （千円） 
28,497 28,497 8,297,891 

中間会計期間中の変動額    

新株の発行 （千円） － － 2,564 

剰余金の配当 （千円） － － △179,860 

利益処分による役員賞与 

        （千円） 
  － △13,200 

中間純利益 （千円） － － 342,887 

自己株式の取得 （千円） － － △91 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）  

                   (千円） 

4,690 4,690 4,690 

中間会計期間中の変動額合計 

          （千円） 
4,690 4,690 156,990 

平成18年６月30日 残高 

          （千円） 
33,188 33,188 8,454,881 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日)

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日)

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間（当期）
純利益 

 499,989 560,855 869,003 

減価償却費  31,999 32,861 67,539 

投資有価証券売却益  △4,814 － △7,573 

貸倒引当金の増加額
（△：減少額） 

 △3,505 1,513 △6,490 

賞与引当金の増加額
（△：減少額） 

 △424 6,867 △83 

退職給付引当金の増
加額（△：減少額） 

 12,842 18,657 34,499 

役員退職金引当金の
増加額（△：減少
額） 

 △22,348 △19,920 △15,601 

受取利息及び受取配
当金 

 △76,082 △68,275 △76,758 

支払利息  2,954 4,033 6,500 

為替差損益  △431 △377 △578 

売上債権の減少額
（△：増加額） 

 753,537 △242,648 453,338 

棚卸資産の減少額
（△：増加額） 

 92,741 △128,667 81,030 

仕入債務の増加額
（△：減少額） 

 △475,262 354,559 △272,673 

未払金の増加額
（△：減少額） 

 △125,366 △63,194 △82,761 

前受金の増加額
（△：減少額） 

 － 60,302 △33,979 

その他  △81,494 △8,167 △22,535 

小計  604,333 508,397 993,084 

利息及び配当金の受
取額 

 76,045 68,234 76,758 

利息の支払額  △3,091 △4,577 △6,664 

法人税等の支払額  △429,981 △156,998 △607,257 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 247,305 415,055 455,920 

 



    
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日)

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日)

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の預入によ
る支出 

 △172,875 △166,898 △592,609 

定期預金の払戻によ
る収入 

 172,850 166,872 592,495 

有形固定資産の取得
による支出 

 △270,469 △278,822 △373,090 

投資有価証券の取得
による支出 

 △951 △907 △1,990 

投資有価証券の売却
による収入 

 11,052 － 16,066 

出資金の払込による
支出 

 △4,349 － △4,349 

その他  △3,784 △305 △2,084 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △268,528 △280,060 △365,561 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入れによる収
入 

 270,000 270,000 470,000 

短期借入金の返済に
よる支出 

 △270,000 △270,000 △470,000 

長期借入れによる収
入 

 200,000 － 200,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △25,625 △33,811 △54,590 

社債発行による収入  100,000 100,000 100,000 

社債償還による支出  △100,000 △100,000 △100,000 

株式の発行による収
入 

 9,494 2,564 12,058 

配当金の支払額  △178,741 △179,258 △179,594 

その他  △156 △91 △190 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 4,971 △210,596 △22,317 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 428 379 571 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△：減少額） 

 △15,822 △75,222 68,613 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 4,438,402 4,507,016 4,438,402 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 4,422,579 4,431,793 4,507,016 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同  左 同  左 

 (2）棚卸資産 (2）棚卸資産 (2）棚卸資産 

 商品、半製品、原材料 商品、半製品、原材料 商品、半製品、原材料 

 月次総平均法による

原価法 

同  左 同  左 

 製品、仕掛品 製品、仕掛品 製品、仕掛品 

 個別法による原価法 同  左 同  左 

 貯蔵品 最終仕入原価法 貯蔵品 同  左 貯蔵品 同  左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物（付属設備

を除く）については定額法）を採

用しております。 

同  左 同  左  

 主な耐用年数 主な耐用年数 主な耐用年数 

 建物        15～38年 建物        15～38年            同  左      

 機械装置      10～12年 機械装置       10～13年   

 工具器具備品    ２～５年 工具器具備品    ２～５年   

３．繰延資産の処理方法  社債発行費は、支出時に全額費

用として処理しております。 

       同  左          同  左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別の回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

同  左 同  左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員に対する賞与の支給に備

えるため、将来の支給見込額のう

ち当中間会計期間の負担額を計上

しております。 

同  左  従業員に対する賞与の支給に備

えるため、将来の支給見込額のう

ち当期の負担額を計上しておりま

す。 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（10年）に

よる按分額を翌年より費用処理し

ております。 

同  左  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

 数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（10年）に

よる按分額を翌年より費用処理し

ております。 

 (4）役員退職金引当金 (4）役員退職金引当金 (4）役員退職金引当金 

  役員退職金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間会計期間末

要支給額を計上しております。 

同  左  役員退職金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同  左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同  左 同  左 

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同  左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資であります。 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。な

お、仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

同  左  税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── １．固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間会計期間より、「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日）及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

────── 

────── ２．役員賞与に関する会計基準 

 当中間会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

────── 

────── ３．貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は8,454,881千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

────── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

 （中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの前受金の増加額は、従来区

分掲記しておりましたが、当中間会計期間において金額的重要性が

減少したことから「その他」に含めて表示しております。なお、当

中間会計期間の前受金の増加額は790千円であります。 

 （中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの前受金の増加額は、従来「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間において金額

的重要性が増したことから区分掲記しております。なお、前中間会計

期間の前受金の増加額は790千円であります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（法人事業税の外形標準課税制度）  ───── （法人事業税の外形標準課税制度） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算

上の表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日企業会計基準委員

会実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値割および資本割につい

ては、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

8,641千円増加し、営業利益および経

常利益ならびに税引前中間純利益が同

額減少しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当会計期間から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日企業会計基準委員

会実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値および資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

16,881千円増加し、営業利益および経

常利益ならびに税引前当期純利益が同

額減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年６月30日） 

前事業年度末 
（平成17年12月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 

         1,084,335千円            1,147,330 千円          1,115,892千円 

※２．担保に供している資産 ① 担保に供している資産 ① 担保に供している資産 ① 担保に供している資産 

 建物 569,037千円

土地 1,362,733千円

計 1,931,771千円

建物 529,290千円

土地 1,362,733千円

計 1,892,024千円

建物 548,051千円

土地 1,362,733千円

計 1,910,785千円

 ② 上記に対応する債務 ② 上記に対応する債務 ② 上記に対応する債務 

 短期借入金 356,484千円

長期借入金 127,783千円

計 484,267千円

短期借入金 268,158千円

長期借入金 83,225千円

計 351,383千円

短期借入金 336,984千円

長期借入金 107,073千円

計 444,057千円

 （注） １年内返済予定長期借入

金は短期借入金に含めてお

ります。 

（注）  同    左 （注）  同    左 

※３．中間期末日（期末日）

満期手形の処理 

───── ─────  平成17年12月31日は金融機関休

業日であるため、同日に満期とな

る手形については、手形交換日に

決済処理しております。 

 同日に満期となる手形は次のと

おりであります。 

   受取手形 124,863千円

支払手形 300千円



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１. 発行済株式の普通株式の増加4,000株は、ストックオプション行使によるものであります。 

    ２. 自己株式の普通株式の増加70株は、単元未満株式の買取りによるものであります。           

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

該当事項はありません。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

項  目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

※１．営業外収益の主要項目 受取利息 246千円 

受取配当金 75,796千円 

受取利息 262千円 

受取配当金 67,990千円 

受取利息 502千円 

受取配当金 76,201千円 

※２．営業外費用の主要項目 支払利息 2,279千円 

社債発行費 1,550千円 

支払利息 3,160千円 

社債発行費 2,009千円 

支払利息 5,150千円 

社債発行費 1,550千円 

３．減価償却実施額 有形固定資産 30,715千円 

無形固定資産 959千円 

有形固定資産 31,437千円 

無形固定資産 1,094千円 

有形固定資産 64,837千円 

無形固定資産 2,054千円 

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

発行済株式     

  普通株式（注１） 9,005,500 4,000 － 9,009,500 

自己株式         

   普通株式（注２） 12,456 70 － 12,526 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 179,860 20 平成17年12月31日 平成18年３月31日 

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に記載されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定 4,831,152千円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△502,339千円 

有価証券勘定 93,766千円 

現金及び現金同等

物 
4,422,579千円 

現金及び預金勘定 4,840,466千円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△502,455千円

有価証券勘定 93,782千円

現金及び現金同等

物 
4,431,793千円

現金及び預金勘定 4,915,677千円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△502,430千円

有価証券勘定 93,769千円

現金及び現金同等

物 
4,507,016千円



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固
定資産
その他 

35,015 9,093 25,921

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固
定資産
その他 

52,627 17,596 35,031

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

有形固
定資産
その他 

52,627 12,645 39,982

 （注）１．上記の金額は、機械装

置、車両運搬具及び工具器

具備品であります。 

（注）１． 同    左 （注）１． 同    左 

 ２．取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め支払利子込み法により算

定しております。 

２． 同    左 ２．取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため支払利

子込み法により算定してお

ります。 

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 6,715千円 

１年超 19,206千円 

合計 25,921千円 

１年内 9,341千円

１年超 25,689千円

合計 35,031千円

１年内 9,413千円

１年超 30,568千円

合計 39,982千円

 （注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

（注）  同    左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

 ３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

 支払リース料 3,589千円 

減価償却費相当

額 
3,589千円 

支払リース料 4,951千円 

減価償却費相当

額 
4,951千円 

支払リース料 7,140千円 

減価償却費相当

額 
7,140千円 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同    左 同    左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 時価が取得価額の30％以上下落したものを著しい下落とし、回復する見込みがあると認められる場合を除き、

減損処理することとしております。 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（当中間会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 時価が取得価額の30％以上下落したものを著しい下落とし、回復する見込みがあると認められる場合を除き、

減損処理することとしております。 

２．時価評価されていない主な有価証券 

区分 

前中間会計期間末（平成17年６月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 40,352 61,764 21,411 

(2）その他 1,666 1,880 214 

合計 42,019 63,645 21,625 

 前中間会計期間末（平成17年６月30日） 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 30,385 

マネー・マネジメント・ファンド 32,275 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 50,654 

中期国債ファンド 10,836 

合計 124,151 

区分 

当中間会計期間末（平成18年６月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 41,260 97,081 55,820 

(2）その他 446 441 △5 

合計 41,707 97,522 55,815 

 当中間会計期間末（平成18年６月30日） 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 30,385 

マネー・マネジメント・ファンド 32,283 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 50,660 

中期国債ファンド 10,838 

合計 124,167 



（前事業年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 時価が取得価額の30％以上下落したものを著しい下落とし、回復する見込みがあると認められる場合を除き、

減損処理することとしております。 

２．時価評価されていない主な有価証券 

区分 

前事業年度末（平成17年12月31日） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 40,358 88,277 47,919 

(2）その他 439 447 7 

合計 40,797 88,725 47,927 

 前事業年度末（平成17年12月31日） 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 30,385 

マネー・マネジメント・ファンド 32,277 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 50,655 

中期国債ファンド 10,836 

合計 124,154 



（デリバティブ取引関係） 

（前中間会計期間） 

 当社は、当中間会計期間においてデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（当中間会計期間） 

 当社は、当中間会計期間においてデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（前事業年度） 

 当社は、当期においてデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

（千円） （千円） （千円） 

①関連会社に対する投資の金額 ①関連会社に対する投資の金額 ①関連会社に対する投資の金額 

50,242 50,242 50,242 

②持分法を適用した場合の投資の金額 ②持分法を適用した場合の投資の金額 ②持分法を適用した場合の投資の金額 

79,072 85,640 102,365 

③持分法を適用した場合の投資利益の

金額   

③持分法を適用した場合の投資利益の

金額   

③持分法を適用した場合の投資利益の

金額 

14,421 17,648 31,568 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 897.60円 

１株当たり中間純利益金額 33.02円 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 

 

32.98

  

円 

１株当たり純資産額 939.75円

１株当たり中間純利益金額 38.11円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 

 

38.10

  

円

１株当たり純資産額 921.23円

１株当たり当期純利益金額 55.03円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 

 

54.97

  

円

  
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日)

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 296,674 342,887 507,795 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 13,200 

（うち利益処分による役員賞与金

（千円）） 
(－)  (－)  (13,200) 

普通株式に係る中間(当期)純利益  

(千円) 
296,674 342,887 494,595 

普通株式の期中平均株式数（株） 8,982,916 8,995,602 8,986,879 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益金額 
      

普通株式増加数（株） 10,446 3,526 9,129 

（うち新株予約権（株）） (10,446)  (3,526) (9,129) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

─────  ─────  ─────  



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

 該当事項はありません。 同  左  同  左  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第33期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月30日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成１７年９月12日 

日本エアーテック株式会社    

 取 締 役 会 御中 

監査法人トーマツ 

指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 久保 伸介  印 

指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 米澤 英樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本エアーテック株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第３３期事業年度の中間会計期間

（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本エアーテック株式会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成１８年９月１２日

日本エアーテック株式会社    

 取 締 役 会 御中 

監査法人トーマツ 

指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 久保 伸介  印 

指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 米澤 英樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本エアーテック株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第３４期事業年度の中間会計期間

（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本エアーテック株式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、この会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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